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はじめに 

 

近年のわが国における障害者福祉施策は，平成 25

年 4 月の障害者総合支援法施行や，平成 28 年の，成

年後見制度の利用促進に関する法律の成立のほか，

障害者総合支援法，発達障害者支援法，児童福祉法

の改正など様々な法整備が行われています。 

また，令和２年６月に公布された改正社会福祉法で

は，障害のある人や高齢者，子ども・子育てなどの属性

や世代にかかわらず相談を受け止め，関係機関と協働

し，包括的な支援体制の構築や地域づくりを進めていく

ことが掲げられました。 

このように，国におきましては，「地域共生社会」の実現という大きな目標に向け，

障害福祉分野のみならず，他の分野においても様々な施策が進められているとこ

ろです。こうした動向をふまえ，「障害の有無にかかわらず，市民一人ひとりが互い

に支え合い，いきいきと輝いて暮らせるまちづくり」を基本理念としまして，「障害者

計画・障害福祉計画・障害児福祉計画」を策定しました。 

この計画は期間を令和３年度から３年間としており，全ての人が共生できる地域

社会の実現をめざし，障害の種別や年齢にかかわらず，障害のある人の夢や希望

の実現に向けて，必要な支援を受けながら，地域社会の一員として様々な活動に

広く参加していくことができる総合的な取組を，ＰＤＣＡサイクルを回しながら着実に

進めていくこととしています。 

本計画がめざす目標の実現に向けては，それぞれの地域で，相互の理解を深

め，地域・福祉・教育・医療など関係者が連携して取組を進めていくことが重要と考

えておりますので，より一層のご理解，ご協力をよろしくお願いいたします。 

 最後に，本計画の策定にあたり多大なご尽力をいただきました高知市障害者計

画等推進協議会の委員の皆様並びにアンケート，意見交換会及びパブリックコメン

トなどで貴重なご意見をお寄せいただきました市民の皆様に，心から感謝申し上げ

ます。 

令和３年３月 

高知市長 岡﨑 誠也 
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第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨・背景 

 

（はじめに） 

国においてはこれまで，「障害者基本法」の改正 （平成23年公布・施行），「障

害者自立支援法」の改正 （平成25年度より障害者総合支援法として施行），「障

害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する法律」 （以下「障害

者虐待防止法」という。） の制定 （平成23年公布・平成24年施行），「障害を理由

とする差別の解消の推進に関する法律」 （以下「障害者差別解消法」という。）の

制定（平成25年公布・平成28年施行），「障害者の雇用の促進等に関する法律」

（以下「障害者雇用促進法」という。）の改正（同），「精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律」（以下「精神保健福祉法」という。） の改正（平成25年公布・平成

26年施行）等，障害者施策に関する法律の整備が行われてきました。そして，平

成26年１月，障害者の権利及び尊厳の保護・促進の観点から，国際連合の「障害

者の権利に関する条約（以下「条約」という。）」を締結しました。 

その後も，「難病の患者に対する医療等に関する法律」の成立（平成26年公布・

平成27年施行），「成年後見制度の利用の促進に関する法律」の成立（平成28年

公布・施行），「発達障害者支援法」の改正（同），障害者総合支援法及び児童福

祉法の改正（平成28年公布・平成30年施行）等，様々な制度改革が行われ，近年，

障害者施策を取り巻く状況は大きく変わってきています。 

特に平成30年施行の障害者総合支援法の改正では, 障害のある人が自らの

望む地域生活を営むことができるよう， 「生活」と「就労」に対する支援の一層の

充実や, 高齢障害者による介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見

直し等が盛り込まれています。 

また, 障害のある子どもへの支援について，ニーズの多様化にきめ細かく対応

するため，支援の拡充を図るほか, サービスの質の確保・向上を図るための環境

整備等を行うことも趣旨として明記されています。 
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近年，一つの世帯に複数の課題が存在している状態（8050 世帯や，介護と育児

のダブルケアなど）や，世帯全体が孤立している状態のように，地域住民が抱える

課題が複雑化・複合化する中で，従来の分野別の支援体制では，複合課題や狭間

のニーズへの対応が困難な状況となっています。 

こうした状況の中，令和２年６月には，「地域共生社会の実現のための社会福祉

法等の一部を改正する法律」が公布され，市町村が，住民の複雑化・複合化した支

援ニーズに対応する包括的支援体制を構築するため，市町村が創意工夫をもって

円滑に実施できるよう，相談支援・参加支援・地域づくりに向けた支援を一体的に実

施する「重層的支援体制整備事業」が令和３年４月から法定化されます。 

今後，「地域共生社会」の実現に向け，地域住民が主体的に地域づくりに取り組

むための仕組みづくりや，専門的な支援を要する者に対して，各関連分野が共通の

理解に基づき協働する，包括的かつ総合的な支援体制の構築に向けた取組が求

められています。 

 

（国・高知県の障害者施策に関する計画） 

国は，平成 30 年に「第４次障害者基本計画（平成 30（2018）年度から５年間）」を

策定し，障害の有無にかかわらず，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現をめざし，各分野の施策に共通する横断的視点として，①条約の理念

の尊重及び整合性の確保，②社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティ※の向

上，③当事者本位の総合的かつ分野横断的な支援，④障害特性等に配慮したきめ

細かい支援，⑤障害のある女性，子ども及び高齢者の複合的困難に配慮したきめ

細かい支援，⑥ＰＤＣＡサイクル等を通じた実効性のある取組の推進を掲げていま

す。 

また，第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画（令和３～５年度）では，主な

ポイントとして，①地域における生活の維持及び継続の推進，②精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築，③福祉施設から一般就労への移行等，④「地

域共生社会」の実現に向けた取組，⑤発達障害者等の支援の一層の充実，⑥障害

児通所支援等の地域支援体制の整備，⑦相談支援体制の充実・強化等，⑧障害

者の社会参加を支える取組，⑨障害福祉サービス等の質の向上，⑩障害福祉人材

の確保を挙げています。 
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高知県は，前計画（平成 15～24 年度）を経て，高知県障害者計画（平成 25～34

年度）を策定し，基本理念としてノーマライゼーション※を掲げ，施策の基本的方向と

して，①ともに支え合う地域づくり，②安心して暮らせる地域づくり，③いきいきと暮

らせる地域づくり，④南海地震等の災害への備えを挙げています。 

また，障害福祉計画について，第５期高知県障害福祉計画・第１期障害児福祉

計画（平成 30～平成 32 年度）を策定し，方向性として，①「共生社会」の実現，②

「高知型福祉」の実現を挙げています。 

 

（本計画の趣旨） 

本市では，平成５年度に最初の高知市障害者計画を策定して以降，数回の改訂

を経ながら障害者施策の充実に努めてきました。また，平成 18 年度には，障害者

自立支援法に基づく高知市障害福祉サービス計画を策定し，福祉サービスの計画

的な基盤整備の実施に取り組むとともに，平成 21 年度から，高知市障害者計画・

障害福祉計画として両者を一体的に定め，３年毎に改訂を重ねてきました。 

更に平成 30 年度からの児童福祉法に基づく高知市障害児福祉計画も一体的に

定め，本計画では，障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画を一体的に策定

しています。 

本計画は，前述のように大きく変わる障害者施策を取り巻く状況や，本市の障害

のある人を取り巻く現状を踏まえた上で，障害のある人の自立や社会参加をはじめ

とする総合的な支援の充実を図るために策定し，新たな施策を推進していくもので

す。なかでも，生活支援や就労支援，障害児支援等について，重点的に取り組むこ

ととします。 
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２ 計画の位置づけ 

 

高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画は，高知市総合計画を上位

計画とし，高知市地域福祉活動推進計画，高知市高齢者保健福祉計画，高知市子

ども・子育て支援事業計画等，関連する保健福祉計画との整合性をもって策定しま

した。 

 障害者計画は，障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第 11 条第３項に基づき，

障害者施策全般の取組方針を示したものです。 

また，障害福祉計画は，障害者総合支援法第 88 条に基づき，障害福祉サービス

等の計画的な基盤整備を図るために策定したものです。 

そして，障害児福祉計画は，児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 33 条の

20 に基づき，障害児通所支援及び障害児相談支援等の基盤整備を図るために策

定したものです。 

本市では，高知市障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画とし

て，一体的に策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画 

地域福祉活動推進計画 

 補完・連携 

地域福祉の理念 
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祉
計
画
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健
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康
づ
く
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保
険
事
業
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共有 
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画 
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３ 「障害者計画」と「障害福祉計画」・「障害児福祉計画」の関係 

 

 根拠法は異なりますが，お互い関連しており，特に障害者計画の「地域生活支

援の充実」の部分において関連性が強い形となっています。 
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４ 計画の期間 

 

障害者計画，障害福祉計画，障害児福祉計画とも令和３年度から令和５年度

までの３か年計画とします。 

 

 

 

 

 

平成30
（2018）年度

令和元
（2019）年度

令和２
（2020）年度

令和３
（2021）年度

令和４
（2022）年度

令和５
（2023）年度

令和６
（2024）年度

令和７
（2025）年度

令和８
（2026）年度

総合計画 基本構想（20年）（2011～2030年度）

総合計画 後期基本計画（10年）（2021～2030年度）総合計画 前期基本計画（10年）

第２期地域福祉活動推進計画 （６年）

高齢者保健福祉計画

第８期介護保険事業計画

高齢者保健福祉計画

第９期介護保険事業計画

高齢者保健福祉計画

第７期介護保険事業計画

障害者計画

第７期障害福祉計画
第３期障害児福祉計画

障害者計画

第６期障害福祉計画
第２期障害児福祉計画

障害者計画

第５期障害福祉計画
第１期障害児福祉計画

第２期健康づくり計画

第２期子ども・子育て支援事業計画
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５ 計画策定体制 

 

計画策定の事務局体制として，関係各課職員で構成する合同事務局を健康福祉

総務課に設置しました。 

計画策定にあたり，本市の障害のある人や子どもの生活実態及びサービスニー

ズを把握するため，アンケートによるニーズ調査や意見交換会を各分野で実施しま

した。また，本市設置の自立支援協議会及び就労検討会，相談支援検討会等にお

いても課題検討を実施しました。 

なお，施設や特別支援学校※に対しては，高知県との役割分担の中で，高知県が

ニーズ調査を実施しました。 

これらの意見や調査結果は，市民公募委員２名を含む，団体代表，医療・福祉関

係者，学識経験者等合計 18 名の委員からなる高知市障害者計画等推進協議会に

報告し，検討され，計画に反映しました。特に平成 28 年度からは，障害者計画等推

進協議会公募委員として障害当事者公募委員枠を設定し，障害当事者の公募委

員としての意見反映の機会を，より確固たるものとしました。 

また，課題の認識や今後の具体的取組を全庁的なものとするために，健康福祉

部，こども未来部，教育研究所だけでなく，関係部局も必要に応じて参加し，現行施

策についての報告・課題の分析を行いました。 
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高知市障害者計画等策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
健康福祉部⾧，健康推進担当理事，こども未来部⾧ 
健康福祉部副部⾧，こども未来部副部⾧，福祉事務所⾧ 

 

役割:計画素案検討審議，計画原案検討審議・了承 

委員数:18 名（うち公募委員２名） 

 高知市障害者計画等推進協議会 

 庁内検討委員会 

 パブリックコメント  計画素案・計画原案の提示 

 
役割:具体的方策の検討，計画素案・計画原案の作成 

障がい福祉課・健康増進課・子ども育成課・保育幼稚園課 

子育て給付課・教育研究所・健康福祉総務課 

 ワーキンググループ 

 
計画策定のための 

現状把握・分析，課題検討 

 

【ニーズ調査の実施】 

①高知市障害のある人の支援に関する調査 

②意見交換及びアンケート調査（障害児分野） 

③書面による意見交換（精神分野） 

【自立支援協議会】 
役割: 

①相談支援事業に関する協議 

②地域生活支援拠点整備の協議 

等 相談支援検討会 就労検討会 

高知市難病対策地域協議会 

高知市精神障害者地域移行代表者会

高知市医療的ケア児及び重度の障

害のある子どもの支援検討会 

高知県アンケート調査 

・施設等利用者      ・難病患者 

・特別支援学校在校生  ・障害児通所支援利用者 
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第２章  
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 高知市の障害のある人の現状と前計画の実施状況 

１ 障害者数等の状況 

身体障害者手帳所持者数については減少傾向に，療育手帳※，精神障害者保

健福祉手帳所持者数については増加傾向にあります。 

 療育手帳所持者の増加率は近年鈍化傾向にありますが，精神障害者保健福祉

手帳所持者については，依然として大きく伸びている状況にあります。 

１－１ 身体障害者 

（１）身体障害者手帳所持者数の推移

 身体障害者手帳所持者数は，年度により増減はありますが，所持者数の内，65

歳以上の占める割合は増加してきており（平成 23 年：69.2％⇒平成 31 年：75.9％），

身体障害者手帳所持者の高齢化が進んできているといえます。 

 

261 247 234 227 

4,666 4,215 3,749 3,552 

11,075 11,863 12,084 11,929 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成23年 平成26年 平成29年 平成31年

（単位：人）

（各年３月末時点）

身体障害者手帳所持者 年齢別（３区分）の推移

18歳未満 18歳～64歳 65歳以上

（注）平成 31 年４月から，手帳の再認定期日が過ぎているものについては計上しないこととしたため，平成
31 年３月までの数値を記載することとします。 

(69.2％) (72.5％) (75.2％) 
(75.9％) 

16,002 16,325 16,067 15,708 
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（２）障害種別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成23年 平成26年 平成29年 平成31年

内部障害※ 5,590 5,843 6,219 6,267

肢体不自由 8,288 8,367 7,789 7,388

音声言語機能障害 149 147 133 132

聴覚・平衡機能障害※ 872 887 876 863

視覚障害 1,103 1,081 1,050 1,058

1,103 1,081 1,050 1,058 

872 887 876 863 

149 147 133 132 

8,288 8,367 7,789 7,388 

5,590 5,843 
6,219 

6,267 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（単位：人）

（各年３月末時点）

身体障害者手帳所持者 障害種別の推移

16,002 16,325 16,067 
15,708 

- 10 -



（３）等級別の推移

平成23年 平成26年 平成29年 平成31年

６級 606 610 608 628

５級 873 836 824 839

４級 4,256 4,639 4,626 4,446

３級 2,495 2,557 2,503 2,413

２級 2,577 2,472 2,320 2,218

１級 5,195 5,211 5,186 5,164

5,195 5,211 5,186 5,164 

2,577 2,472 2,320 2,218 

2,495 2,557 2,503 2,413 

4,256 4,639 
4,626 

4,446 

873 
836 

824 
839 

606 
610 

608 
628 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（単位：人）

（各年３月末時点）

身体障害者手帳所持者 等級別の推移

６級 

５級 

１級 

２級 

３級 

４級 

16,002 16,325 16,067 
15,708 
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平成23年 平成26年 平成29年 令和２年

B1・B2 18歳以上 993 1,114 1,251 1,376

B1・B2 18歳未満 273 337 348 366

A1・A2 18歳以上 822 854 908 889

A1・A2 18歳未満 163 164 176 173

163 164 176 173 

822 854 908 889 

273 337 348 366 

993 
1,114 

1,251 1,376 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（単位：人）

（各年３月末時点）

療育手帳所持者 障害程度別・年齢別（４区分）の推移

１－２ 知的障害者 

（１）療育手帳所持者数の推移

療育手帳所持者数は，年々増加傾向にあります。 

 平成 23 から令和２年までの間に，障害程度別・年齢別では，中度・軽度につい

ては 18 歳未満が 34％増加，18 歳以上で 39％増加しています。また，最重度・重

度については，18 歳未満が６％増加しており，18 歳以上では８％増加しています。 

（注）療育手帳の障害程度が A1 及び A2 を最重度・重度，B1 及び B2 を中度・軽度とした。 

2,251 

2,469 
2,683 

2,804 
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１－３ 精神障害者 

（１） 精神障害者保健福祉手帳所持者数及び自立支援医療（精神通院）

受給者数の推移

精神障害者保健福祉手帳所持者数，自立支援医療（精神通院）受給者数

とも増加しています。 

 

 

 

（各年３月末時点，高知県提供） 

10 30 61 105 

1,453 
1,852 

2,285 

2,641 
303 

408 

539 

634 

4,415 

5,111 

5,746 

6,139 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成23年 平成26年 平成29年 令和２年

精神障害者保健福祉手帳所持者数及び

自立支援医療（精神通院）受給者数の推移

65歳以上

20～65歳未満

20歳未満

自立支援医療(精神通院）

（単位：人） 

1,766 

2,290 

2,885 

3,380 
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（２） 自立支援医療（精神通院）受給者の疾病別状況

自立支援医療（精神通院）受給者の疾病状況をみると，躁うつ病圏が年々増加

し最も多くなっており，次いで統合失調症圏※となっています。 

（各年３月末時点，高知県提供） 

1,795 

1,444 

420 
454 

235 

763 

1,847 

1,680 

406 

571 

271 

971 

1,794 

1,903 

410 

664 

285 

1,083 

0

500

1,000

1,500

2,000

統合失調症圏 躁うつ病圏 てんかん 神経症圏 中毒性精神障害 その他

自立支援医療（精神通院）受給者の疾病別状況

平成26年

平成29年

令和２年

（単位：人） 
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（３） 精神科病床数と入院者数の推移

精神科病床数と入院者数の推移は，病床数・入院者数とも減少傾向にありま

す。 

（各年３月末時点，高知県提供） 

1,497 

1,403 
1,346 1325

691 620 
611 608

1,905 
1,821 

1,772 
1713

0

500

1,000

1,500

2,000

平成23年 平成26年 平成29年 令和２年

精神科病床数と入院者数の推移 入院者数(全数）

入院者数の内，

任意入院者数

精神科病床数

（単位：人） 
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１－４  難病※

（１）特定医療費※（指定難病）受給者の疾患群の状況

特定医療費（指定難病）受給者の疾患群の状況をみると，神経・筋疾患が最も

多く，次いで免疫系疾患，消化器系疾患となっています。 

（令和２年３月末（333 疾病），高知県提供） 

2 

22 

32 

49 

55 

70 

95 

103 

145 

185 

424 

462 

798 

0 200 400 600 800 1,000

その他疾患 （46疾病）

代謝系疾患 （43疾病）

循環器系疾患 （21疾病）

視覚系疾患 （８疾病）

内分泌系疾病 （16疾病）

血液系疾患 （13疾病）

呼吸器系疾患 （14疾病）

腎・泌尿器系疾患 （13疾病）

皮膚・結合組織疾患（16疾病）

骨・関節系疾患 （13疾病）

消化器系疾患 （20疾病）

免疫系疾患 （27疾病）

神経・筋疾患 （83疾病）

疾患群別受給者数（単位：人） 総数2,442人
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２ 前計画期間における重点施策の実施状況について 

 

２－１ 新たな相談支援体制の構築 

 

○ 相談支援体制の中核となる基幹相談支援センターは，平成 31 年４月，障が

い福祉課に設置されました。 

○ 基幹相談支援センターを中心に，障害者相談センター・指定相談支援事業

所等と連携し，定期的に研修会や意見交換会を開催し，質の高いケアマネ

ジメントが提供できる人材の育成に取り組みました。 

○ 自立支援協議会相談支援検討会において「高知市の障害福祉サービス等

の利用の手引き」を作成し，関係機関に配布するとともに，様々な機会を通

じてサービスの周知を行いました。 

 

 

２－２ 生活支援サービスの充実 

 

○ 障害福祉サービスの受給者数や指定事業所数は増加しています。一方，重

度の障害のある人のサービスについては事業所数が横ばいとなっており，

ニーズに応じたサービス提供体制について課題があります。 

○ 地域生活支援拠点の整備について，自立支援協議会で協議を継続してきま

した。整備類型は「面的整備型」，相談支援体制を中心とした地域生活支援

拠点を整備し，今後，その機能を充実させることとします。 

 

 

２－３ 適性に応じた就労と職場定着への支援 

 

○ 就労検討会を定期開催し，就労支援事業所に対するアンケート調査及び報

告会を開催し，就労支援事業所が抱える課題を把握することができました。 

○ 相談支援検討会と意見交換会を開催し，人材育成のための仕組みづくりを

検討し，適性にあった就労，就労が定着する体制づくりに向けて連携が深ま
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りました。 

○ 障害者雇用の拡大に取り組んでいる企業との勉強会，意見交換会を開催し，

企業等関係機関との連携に取り組みました。

○ 平成 30 年度から新たに設けられた就労定着支援※は５事業所を指定し，職

場定着に向け，就労後の新たな課題に対応できる体制が整備されました。

○ 「高知市農福連携研究会」が発足し，就労支援事業所に対し，農作業等の

体験会を広報し，連携体制の構築がスタートしました。

２－４ 保育・教育における集団生活のなかでの一人ひとりの発達に応

じた支援の充実 

○ 就学前の支援としては，特別支援保育の充実を図るために，保育所等に

おける特別支援加配保育士の配置や特別支援巡回相談を行うとともに，

子ども発達支援センターによる子どもへのかかわり方や環境調整の助言等

を行っています。

○ 就学に向けては，就学相談を受けた児童について，保育所等から小学校

等への「個別移行支援計画」による引継ぎを行っています。

○ 特別支援教育の充実に向けた取組として，特別支援教育相談員として

臨床発達心理士等を配置したり，特別支援教育支援員※を市立学校に配

置しています。特別支援学級サポート事業や新任特別支援学級担任研

修会により，特別支援教育の経験が浅い教員に対する支援を行ってい

ます。

○ 児童発達支援事業所や放課後等デイサービス事業所の増加により，放課

後・長期休暇等の居場所についての選択の幅が広がってきています。

○ 障害児通所支援事業所の指定権限が，令和元年度に中核市に移譲され，

事業所との連絡の機会が増えたことにより，円滑な連携が可能となりまし

た。そうした背景から，児童発達支援管理責任者による連絡会が発足し，支

援内容の充実や関係機関との連携強化へ向けた取組を始めました。
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○ 基幹相談支援センターでは，特別支援学校における個別支援会議や進路

相談会に参加し，在学中から卒業後の生活を見据えた支援を行っていま

す。 

○ 令和２年度に実施したニーズ調査では，支援に関する情報や方針の共有，

サポートファイルの活用等，関係機関の連携に課題があることが分かりまし

た。また，保護者への情報の周知や，子どもの育ちについて保護者と支援者

で共通認識を持ちにくいことが分かりました。 
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３ 取り組むべき主な課題 

○ 一人の子どもを支援する機関が複数に渡ることが多いなか，一人ひとりの発

達に応じた切れ目ない支援を行うためには，保育所等，学校，通所支援事

業所等の関係機関の連携の強化が必要です。また，保護者への支援とし

て，情報提供や支援のタイミング，子どもの個々の育ちの伝え方等につい

て，より効果的な取組が必要です。

○ 多様なニーズに対応するためには，専門性をもった人材を育成するととも

に，基幹相談支援センターを中心とした，障害者相談センター・指定相談支

援事業所及び各事業所，専門機関との連携の強化が必要です。

○ 障害のある人の地域生活を支えるサービスの充実に向け，不足するサービ

スの拡充に取り組むとともに，質の向上と連携体制の基盤を整備していく必

要があります。そのために自立支援協議会等で地域生活支援拠点の協議を

深め，施策を推進します。 

○ 障害のある人の働く場を確保する，また職場定着できるように支援するため

には，障害のある人への理解促進や関係機関と連携のとれた支援が重要で

す。今後も，就労を希望する障害のある人が就労できる環境づくりを目指し，

引き続き支援の体制づくりを進めます。
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第３章  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害の有無にかかわらず，市民一人ひとりが互いに支え合い，いきいきと輝い

て暮らせるまちづくりのために，お互いに理解し，人格と個性を尊重し合いながら，

住み慣れた地域で安心して暮らせる共生社会の実現を目指します。 

その社会の中で，障害のある人が自己の能力を最大限に発揮し，夢や希望を

実現するための支援体制の構築を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

障害の有無にかかわらず，市民一人ひとりが互いに 

支え合い，いきいきと輝いて暮らせるまちづくり 

 

全ての人が共生でき

る地域社会の実現 

 

ライフステージ※に沿

った夢や希望の実現 
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２ 基本方針 

 

● 全ての人が共生できる地域社会の実現のために 

共生社会の実現のためには，障害のある人が生活や活動について自分で選び，

決定することができ，地域の一員として包容（インクルージョン※）される社会づくり

が重要です。 

そのために，自立した生活をめざした支援やサービスの充実を図っていくととも

に，社会にある障害を理由とした差別や偏見をなくし，ソフト，ハードの両面にわた

るバリアフリー※を推進します。 

 

● ライフステージに沿った夢や希望の実現のために 

障害のある人が夢や希望を実現していくためには，その人の可能性や能力を

高めることが重要です。 

そのためには，その人のライフステージに沿った切れ目ない支援体制や障害の

特性や状態，個々のニーズに応じた支援体制の構築とともに，家族への支援も必

要です。これらについて，保健・医療・福祉の連携や市民と行政の協働によって充

実を図ります。 
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３ 計画の推進のために 

 

「障害の有無にかかわらず，市民一人ひとりが互いに支え合い，いきいきと輝

いて暮らせるまちづくり」を実現するためには，市民，地域，企業，医療・福祉関係

機関，障害者団体，ＮＰＯ※及び行政がそれぞれの立場で互いに協力し合うことが

必要です。そのためには，以下のような役割が求められます。 

◎高知市の役割   ・国や高知県との連携 

           ・サービス基盤の整備 

           ・バリアフリーの推進 

           ・市民・企業・関係機関への支援，協働 

           ・人材の育成 

           ・実態・ニーズの把握 

           ・地域の資源の把握とネットワーク化 

 

◎市民の役割    ・お互いの人格や個性の尊重，支え合い 

           ・計画推進のための主体的な取組への参加 

 

◎障害のある市民の役割  

・障害者計画推進の主役としてのかかわり 

・障害ごとの特性や障害があっても，工夫によりいきがいを持ち，生活

できること等についての情報発信による啓発 

・主体的な生活を送るための自己選択・自己決定 

 

       ◎地域の役割    ・住民同士の見守りや声かけといった支え合い活動 

          ・民生委員や町内会，各種組織やサークル等の活動 

 

◎企業の役割    ・障害のある人の雇用に向けての取組 

           ・障害のある人が働きやすい環境の整備 

           ・障害のある人が利用しやすい環境の整備 
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◎関係機関の役割 ・専門的なサービスの担い手

     ・情報提供・相談支援

・人材の育成

・地域の資源の把握とネットワーク化

◎障害者団体の役割 ・意見の集約

・障害当事者の活動の支援

・バリアフリーの普及啓発

◎ＮＰＯ・ボランティア団体の役割

・障害のある人のニーズと必要な情報や人とをつなぐ，

自発的な社会貢献活動

・市民・行政・企業等の地域の横の連携

指定事業所

医療機関 等 
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